




  

 

入学年度および実施時期 ２０２５年度 第２期 
修士課程・博士課程の別 修士課程 
実施研究科 経営学研究科 
専攻・コース等 経営学専攻 
⼊試⽅式  一般及び外国人留学生の入学試験 
科⽬名 英語① 
試験実施⽇ ２０２５年２⽉１３⽇ 

解答⼜は解答例及び出題意図  
（試験問題⾃体を公開しない場合はその理由を示すこと） 

【出題意図】 
 受験者が英語で文献を読み解く力を持っているかを判断するために、経営に関連する「原
産国」について英文で書かれた学術論文の冒頭部分を出題した。特に、受験者が英文を正確
に読み解く能力を有しているかを評価することに焦点を当てた。 
 
【解答例（採点時の観点）】 
 経営学において重要な概念である「原産国」に関する英文理解力について採点を行っ
た。 
  
「問題１.解答例」 
問題１．下記の英文を和訳しなさい。ただし、下線部については解答欄に記入する必要
はない。 
 
国際ビジネスの研究者が特に関心のある課題は、外国性（対．現地性）が企業と消費

者に与える認識、およびこの外国性が企業や消費者の行動に影響を与えるか否かという
点にある。国際マーケティングの研究では、消費者が製品やブランドの起源をどのよう
に認識するか、そしてそうした認識が購買者の評価や選択行動にどう影響するかという
研究に、多くの注力と知的資本が費やされてきた。消費者は異なる国の製品やブランド
に対して多様な認識を持ち、こうした多様な認識は購買の意思決定に影響を与える可能
性がある。広義に原産国と呼ばれるこのトピックは、1960年代初頭から研究対象の中心
となってきた。ある学者が、他国の製品に対する消費者の態度、その見解に反する消費
嗜好、および「製造国表示」を初めて指摘したとされる。それ以来、豊富な知見が蓄積
され、原産国は国際マーケティング分野で最も広く研究されている多様な領域のひとつ
となっている。 
初期の研究では、製品レベルの原産国が顧客の評価や購買意向に与える影響に焦点が

当てられていた。時が経つにつれ、研究の焦点は次第に広がり、原産国イメージ、ブラ
ンドの起源、消費者の自民族中心主義、消費者の敵愾心（もしくは消費者アニモシテ
ィ）など、より専門的な領域へと拡大していった。これらの研究領域は既に成熟し、原
産国に関する豊富な知見が蓄積されているにもかかわらず、この研究領域の複数の側面
は、依然として科学的な研究の対象となっている。例えば、研究者らは、理論的・概念
的枠組みの弱さや欠如、不明確もしくは未定義な学術的動機、定義や概念の不正確さ、
相反する研究成果、および非現実的・誇張的かつ限定的な経営との関連性などに基づい
て、原産国分野の既存研究に対して疑問を呈している。 









 

 

入学年度および実施時期 ２０２５年度 第２期 
修士課程・博士課程の別 修士課程 
実施研究科 経営学研究科 
専攻・コース等 経営学専攻 
⼊試⽅式  一般及び外国人留学生の入学試験 
科⽬名 日本語① 
試験実施⽇ ２０２５年２⽉１３⽇ 

解答⼜は解答例及び出題意図  
（試験問題⾃体を公開しない場合はその理由を示すこと） 

【出題意図】 
本試験は、経営学研究科修士課程に必要な以下の能力を総合的に評価することを目的とす
る。 
設問1：語彙・基本的言語運用能力 
 ビジネス文章に頻出する漢語語彙の正確な理解を確認する。 
設問2：読解能力 
 指示語の参照先を正しく把握し、論説文の構造を理解できるかを問う。 
設問3：筆者主張の把握と因果説明能力 
 主張とその根拠を本文から抽出し、自らの言葉で再構成できるかを評価する。 
設問4：論述表現力・批判的思考力 
 経営学的観点から社会的課題について自ら意見を形成し、根拠とともに論理的に記述でき
るかを確認する。 
特に生成AIが与える経営環境の変化を題材とし、現代のビジネス課題を理解し、論理的に意
見を述べる力を重視している。 
 
【解答例（採点時の観点）】 
設問1  読み方（ひらがな） 
1．台頭：たいとう 2．迅速：じんそく 3．維持：いじ 
4．固執：こしつ  5．勤勉：きんべん 6．看過：かんか 
（やや専門的な漢字を正しく読むことができるか） 
 
設問2 「こういった今までの仕事の仕方」とは何か 
成果物の進捗確認のため、議事録や報告書など大量の中間成果物を作成し、投入時間と
成果を対応させて管理する従来型の働き方を指す。 
（指示語が示す部分を正しく理解できているか） 
 
設問3 「企業存続のための必須要件」とは何か 
 AIの効果的活用である。AIにより短時間で最終成果物が生成可能となり、時間と成果
が比例しなくなっているため、意思決定を迅速化できない企業は、競争力を失い市場か
ら退場する可能性が高い。 
（単に答えを述べるだけでなく，その根拠を適切に記述することができるか） 
 



 

設問4 生成AIの企業活動への影響（自分の考え） 
 生成AIは最終成果物を直接生成できるため、「作業量＝成果」という前提は急速に変
化している。その結果、企業はAIを活用して高品質な成果物を短期間で生み出す能力を
競争力の基盤とせざるを得ない。AIの活用を前提とした業務設計と人材評価に転換しな
ければ、生産性で大きく後れを取り、市場での優位性を失うリスクが高い。よってAIを
価値創造の中心に据え、継続的な革新を行える企業のみが将来的な成長を達成できると
考える。 
（文章を読み自分の意見を構成し，理由も含めて正しく述べられるか） 

 







 

 

入学年度および実施時期 ２０２５年度 第２期 
修士課程・博士課程の別 修士課程 
実施研究科 経営学研究科 
専攻・コース等 経営学専攻 
⼊試⽅式  一般及び外国人留学生の入学試験 
科⽬名 外国語 日本語② 
試験実施⽇ ２０２５年２⽉１３⽇ 

解答⼜は解答例及び出題意図  
（試験問題⾃体を公開しない場合はその理由を示すこと） 

【出題意図】 
日本語の文献を読む能力を持っているかを確認するため、日本語で書かれた情報に関する

文章に基づく設問を作成した。具体的には文章内にある漢字を正しく読めるか、文章の内容
を正しく理解できているか、文章の内容を踏まえて、自分の考えを日本語で適切に表現でき
るかを把握できるような問いとした。 
 
【解答例（採点時の観点）】 

 
採点時の観点と解答例は以下の三点である。 
 

１．漢字の読解 
文章内の漢字を正しく読めているかを評価するため、受験者に対象となる漢字の読

みをひらがなで記述させ、その正誤を採点した。 
解答例：設問１：1. 量子（りょうし）2. 超越性（ちょうえつせい ） 
 

２．内容理解 
文章の内容を正しく理解しているかを確認するため、受験者が文章内の語句を

用いて、文章に記述されている事項を適切に説明できているかを評価した。 
解答例：設問2：古典コンピュータは、情報を古典的な“0”，“1”のみを扱うのに

対して，量子コンピュータは0”，“1”の情報のみならず，それらの重ね合わせ 
状態の情報も一つの量子ビットで表現できる能力を有している． 

 
３．自己の考えの表現 

設問に対する解答として、文章の内容に基づく説明が適切に行われているか、さら
にそれを踏まえて自分の考えを日本語で論理的に表現できているかを採点した。 
解答例：設問4：量子コンピュータは量子ビットに対して，量子アルゴリズムを利

用した演算を可能にし，汎用的な理論の設定により，社会にある複雑な問題に対する
ソリューションとして期待されている．例えば，コンピュータの安全性を担う暗号化
技術や物流や金融に関する最適化問題や人工知能で扱われるAIアルゴリズム、医薬品
の開発など、さまざまな社会の問題に対する解決策を提供できるツールになりえると
考えられる． 
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愛知大学大学院 ＿入学試験く経営学研究科＞

修士課程
経営甲輝科 I く一 般入試＞
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消費者行動論

採

点 ／。

受験 番号

（時間60分）
問 消費者行動研究のアプロ ーチには、闘J激ー即芯型アプロ ーチ』、『刺激ー構成概念ー反応型アプロ ーチ』があります。それぞれの違いと課題に

ついて以下の用語を全て用いて論述してください。
・態度 ・消費者満足 ・マーケティングミックス ・ヒュ ー リスティックスな選択 ・購買行動 ・消費者心理
・受動的な問題解決者 ・能動的な間題解決者

この問題の出題者が海外研修期間に入ってお
り、出題趣旨・解答例を示すことができませ
ん。









 

 

入学年度および実施時期 ２０２５年度 第２期 
修士課程・博士課程の別 修士課程 
実施研究科 経営学研究科 
専攻・コース等 経営学専攻 
⼊試⽅式  一般及び外国人留学生の入学試験 
科⽬名 経営組織論 
試験実施⽇ ２０２５年２⽉１３⽇ 

解答⼜は解答例及び出題意図  
（試験問題⾃体を公開しない場合はその理由を示すこと） 

【出題意図】 
「組織の環境適応」というテーマは組織論の最重要テーマの１つである。このテーマは組織
論と戦略論の双方の知識が交差、併用されるという特徴を持っている。したがって戦略論の
知識と組織論の知識のバランスがどれ程取れているかを問う問題となった。 
【解答例（採点時の観点）】 
「組織の環境適応」に関するフレームワークには代表的なものが複数あるが、戦略論と
の接点を考えるうえで重要と思われる「コンティンジェンシー理論」と「センス・メイ
キング」（「組織化」）を取り上げる。 
 まず、コンティンジェンシー理論について述べる。この理論は「環境変化に適合した
組織構造を採用すれば、組織は好業績を上げることができる」と主張している点に特徴
があり、キー概念は「適合」である。特に初期の主張では、環境と組織構造の関係だけ
を抽出し組織成果との関係を取り上げていた。例えば、バーンズ＝ストーカーの研究に
よると、環境変化が激しい業界（エレクトロニクス業界）には横断的コミュニケーショ
ンが活発な「有機的組織」が、環境が安定している業界（繊維業界）には官僚制の特徴
に近い「機械的組織」が、それぞれ高い成果を上げていた。 
しかし、この主張にこそこの理論の大きな問題点が含まれている。それは、組織は環

境変化が起こった後にしか環境に適応できない「環境決定論」という問題点と、環境変
化にどのようにして適応したのかのプロセスが示されない「静態論」という問題点であ
る。これらの問題点は組織の環境適応に決定的に重要な役割を果たす「戦略」の存在が
無視されていたことに起因している。ここでいう戦略の本質は意思決定(特に経営者)にあ
る。 
 ここで重要な意味を持ってくる概念としてチャイルドの「戦略的選択」を取り上げた
い。この概念は上で述べた組織と環境の関係においてその仲介的なポジションに位置づ
けられ、経営者の意思決定により環境の特定の部分に注目が集まり、それを主観的に認
識することで他企業とは異なる戦略が選択されることを主張している。この認識の違い
の源泉はその企業の企業文化、有力経営者集団（支配的連合体）にある。つまり、環境
は客観的に存在するのではなく、経営者の頭の中に主観的に存在するものと捉えられて
いる。 
 いまここで、組織の環境適応をめぐる大きな視点で捉えるとすると、それは「環境決
定論」対「戦略選択論」という関係が見えてくる。先に述べたコンティンジェンシー理
論は環境決定論の主張に含まれるものと考えられるが、その問題点をチャイルドの主張
によって克服することが可能となる。ここで「環境－戦略－組織」の適合関係が考察可
能となる。この「組織」も仕事の分担関係を示す「構造」と管理者行動をあらわす「過
程」に分けられ、最終的にはマイルズ＝スノーの主張する「環境－（競争）戦略－構造



 

－過程」という多元的適合モデルが１つの完成形として現れることになる。 
しかし、マイルズ＝スノーの研究もその適合が環境変化にどのように変化、あるいは変
革されるのかについては触れていない。つまり、静態論の批判はまだ乗り越えられてい
ない。 
 次にこの変革プロセスの説明について有力な候補として考えられるのが、ワイクの
「センス・メイキング」（あるいは「組織化」）の概念である。彼の主張は組織を動態
的に捉える視点をその基礎においている点で非常にユニークである。「組織」という言
葉は外から観察されたスナップショット（例えば組織図）のようなもので組織そのもの
を捉えたものではないとし、その代わりに組織化（動詞）という言葉を使用し、組織の
現実そのものを捉えようとしている。そこで彼は、組織は最初から形が整ったものでは
なく、少しずつ形になっていくというプロセスに注目している。この形になっていくプ
ロセスとは、皆が環境変化の意味をよく理解できない状態（情報の多義性が大きい状
態）から、さまざまな試行錯誤のプロセス通じてその意味を理解できるようになる（＝
センス・メイキング）のプロセスとして捉え、情報の多義性が削減されることで成果を
持続的に継続させ、組織が安定した形となるとするものである。一方、組織はその行動
が成果を出せなくなってくると、今度は情報の多義性を増幅させ、新情報を探索し、再
び試行錯誤のプロセスを開始し、環境適応を図ろうともする。この２つのプロセスを交
互に繰り返すことで組織は長期の環境適応を可能としているという考え方が、組織変革
のプロセスを説明するものとして有力だと考えられている。 







 

 

入学年度および実施時期 ２０２５年度 第2期 
修士課程・博士課程の別 修士課程 
実施研究科 経営学研究科 
専攻・コース等 経営学専攻 
⼊試⽅式  一般及び外国人留学生の入学試験 
科⽬名 マーケティング論 
試験実施⽇ ２０２５年２⽉１３⽇ 

解答⼜は解答例及び出題意図  
（試験問題⾃体を公開しない場合はその理由を示すこと） 

【出題意図】 
本科目の出題は、大学院修士課程の入学試験ゆえ、マーケティング論および関連科目の流通
論、消費者行動論の教科書レベルの基礎知識が身についているか、否かを確認することを意
図している。 
 
【解答例（採点時の観点）】 
本試験は、大学院の入試ゆえに模範解答を示すことはしない。しかしながら、各問題に
ついての採点時のポイントを示す。 
 
1. 当該概念について流通論の教科書レベルの理解をしているかを採点時のポイントとし

た。 
2. 同上。 
3. 当該概念についてマーケティング論の教科書レベルの理解をしているかを採点時のポ

イントとした。 
4. 態度と意図について消費者行動の教科書レベルの理解ができているかを採点時のポイ

ントとした。 
5. 当該概念についてマーケティング論の教科書レベルの理解をしているかを採点時のポ

イントとした。 
6. 当該概念について流通論の教科書レベルの理解をしているかを採点時のポイントとし

た。 
7. 当該概念についてマーケティング論の教科書レベルの理解をしているかを採点時のポ

イントとした。 
8. 同上。 
9. 同上。 
10. 同上。 

以上。 







 

 

入学年度および実施時期 ２０２５年度 第２期 
修士課程・博士課程の別 修士課程 
実施研究科 経営学研究科 
専攻・コース等 経営学専攻 
⼊試⽅式  一般及び外国人留学生の入学試験 
科⽬名 簿記論 
試験実施⽇ ２０２５年２⽉１３⽇ 

解答⼜は解答例及び出題意図  
（試験問題⾃体を公開しない場合はその理由を示すこと） 

【出題意図】 
本試験は、経営学研究科のアドミッションポリシーに基づき、受験者が簿記論の分野にお

ける専門知識に関して基礎的知識を有しているかを確認することを目的としている。 
設問は、大問３問から構成されており、１問目は、簿記論に関する基礎的知識を有してい

るかを確認するため、基本的な取引に関する仕訳を問う形式とした。２問目は、当該仕訳の
前提となる基準等の記載内容を正確に理解しているかを確認するため、基準等の用語を問う
穴埋め問題形式とした。３問目は、当該基準等に基づく制度会計の内容やその前提となる会
計理論等を正しく理解しているかを確認するため、正誤問題形式とした。 
 
【解答例（採点時の観点）】 
問題1 
(1) 

借方 貸方 
勘定科目 金額（単位：円） 勘定科目 金額（単位：円） 

当座預金 780,000 売掛金 750,000 
  為替差益 30,000 

(2) 
借方 貸方 

勘定科目 金額（単位：円） 勘定科目 金額（単位：円） 
法人税等調整額 150,000 繰延税金資産 150,000 

(3) 
借方 貸方 

勘定科目 金額（単位：円） 勘定科目 金額（単位：円） 
貯蔵品 100,000 車両 2,000,000 
減価償却累計額 1,750,000   
減価償却費 125,000   
固定資産除却損 25,000   

  
 
 
 
 



 

(4)① 
借方 貸方 

勘定科目 金額（単位：千円） 勘定科目 金額（単位：千円） 
買掛金 60,000 売掛金 60,000 
貸倒引当金 3,000 貸倒引当金繰入 3,000 
非支配株主に帰属す
る当期純利益 

1,200 非支配株主持分 1,200 

 ② 
借方 貸方 

勘定科目 金額（単位：千円） 勘定科目 金額（単位：千円） 
売上高 800,000 売上原価 800,000 

 
問題2 
①債権 ②有形固定資産 ③科目 ④控除 ⑤原則 ⑥一括 ⑦残額 ⑧注記 
 
問題3 

 ✕ ✕ 〇 ✕  
  







 

 

入学年度および実施時期 ２０２５年度 第２期 
修士課程・博士課程の別 修士課程 
実施研究科 経営学研究科 
専攻・コース等 経営学専攻 
⼊試⽅式  一般及び外国人留学生の入学試験 
科⽬名 財務会計論 
試験実施⽇ ２０２５年２⽉１３⽇ 

解答⼜は解答例及び出題意図  
（試験問題⾃体を公開しない場合はその理由を示すこと） 

【出題意図】 
 大学院修士課程における研究に必要な会計知識や能力を確認するため、大問２問構成によ
る理論問題を出題した。 
 大問１問目では、基本的な会計用語の説明を求めた。小問２問からなり、損益会計（収益
認識）及び企業結合に関する基礎知識があるかを確認した。 
 大問２問目は、４つの問題から構成され、負債会計の分野から「企業会計基準」を取り上
げた。ここでは、会計基準に関する知識だけでなく、自分の考えを論理的にまとめることが
できるかも確認することとした。 
 
【解答例（採点時の観点）】 
大問１問目は会計用語の説明を求めるものであるが、用語について解答例を示すと分量が

多大となるため、ここでは採点時の観点のみを解説する。 
小問１問目は、2018年公表の企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」に係る会

計用語である。収益認識に関する包括的な枠組みを提供する新基準であり、履行義務はその
中で中心となる用語の１つであるので、「基準」に沿って理論的にしっかりと理解された上
での説明となっているかが採点の基準となる。 
小問２問目は、企業会計基準第21号「企業結合に関する会計基準」に係る会計用語であ

る。取得、共同支配企業、共通支配下の取引各々に関する意義や会計処理等について、「基
準」に沿って理論的にしっかりと理解された上での説明となっているかが採点の基準とな
る。 

 
大問２問目は、企業会計基準第18号「資産除去債務に関する会計基準」に係る論点等から

４つ出題を行った。それらの出題についての解答例をすべて示すと分量が多大となるため、
ここでは採点時の観点を中心に解説するが、必要に応じて解答のポイント等も示す。 
小問１問目については、資産除去債務とはどのようなものか、「基準」に沿って理論的に

しっかりと理解された上での説明となっているかが採点の基準となる。 
小問２問目については、討議資料「財務会計の概念フレームワーク」における負債の定義

を示し、資産除去債務は有形固定資産の除去に伴う支出の不可避的な義務が存在するため負
債の定義の満たすということ等が説明できるかが採点の基準となる。 
小問３問目については、資産除去債務の会計処理方法には２つの方法があり、それら２つ

の方法についての出題となっている。１つ目は、「基準」で採用されている「資産負債の両
建処理」の方法についての問題であり、「基準」に沿って方法の内容を説明し、有形固定資
産に対応する除去費用が、減価償却を通じて、有形固定資産の使用に応じて各期に費用配分



 

されるため、この方法は引当金処理を包摂するものといえること等を採用理由として説明で
きるかが採点の基準となる。 
２つ目は、「基準」で不採用となった「引当金処理」の方法について、「基準」の考え方

に基づいて方法の内容を説明し、有形固定資産の除去に必要な金額が貸借対照表に計上され
ないことから、資産除去債務の負債計上が不十分であるというこの方法の問題点を指摘でき
るかが採点の基準となる。 
 







 

 

 

入学年度および実施時期 ２０２５年度 第2期 

修士課程・博士課程の別 修士課程 

実施研究科 経営学研究科 

専攻・コース等 経営学専攻 

入試方式  一般及び外国人留学生の入学試験 

科目名 租税法 

試験実施日 2025年9月3日 
解答又は解答例及び出題意図  

（試験問題自体を公開しない場合はその理由を示すこと） 

【出題意図】 

 所得税法についての基本的な理解の程度を問うものである。特に、今回の出題内容は、所

得課税の仕組みである超過累進税率のあり方・考え方に関する基本的な知識を確認するため

の問いであり、選択肢の中から必要な語句を適宜適切に選び用いることで、設問者が求める

内容を解答できるような設問を心掛けた。 

 

【解答例（採点時の観点）】 
課税根拠として何処にそれを求めるのかについて、所得税は個人の担税力を根拠にし

ていることを、選択肢の中から適切な語句を選び用いて説明できているのかを、採点時
に観点にした。 







 

 

入学年度および実施時期 ２０２５年度 第２期 
修士課程・博士課程の別 修士課程 
実施研究科 経営学研究科 
専攻・コース等 経営学専攻 
⼊試⽅式  一般及び外国人留学生の入学試験 
科⽬名 アジア企業論 
試験実施⽇ ２０２５年２⽉１３⽇ 

解答⼜は解答例及び出題意図  
（試験問題⾃体を公開しない場合はその理由を示すこと） 

【出題意図】 
 論述問題3問はいずれもアジア企業経営を研究していく上で必要となる経営学の基本的な
理論や概念の理解を問うものである。 
問題1 

 アジア企業経営の主要な論点の一つである「人的ネットワーク」の基盤となる社会関係資
本（Social Capital）についての理解。 
問題2 

 産業集積論についての基本的な理解。 
問題3 

 アジア企業の成長に大きく貢献した直接投資を通じた技術移転についての理解。 
 
【解答例（採点時の観点）】 
 採点のポイントは以下の通り。 
問題1 

①社会関係資本（Social Capitalの概念が理解できているか。 
②名前想起法や地位想起法など地位達成研究の具体的な研究方法について言及されてい
るか。 
問題2 

①適切な産業クラスターの事例を記述しているか。 
②「要素状況」、「需要状況」等マイケル・ポーターのダイヤモンド・モデルの枠組み
を理解した上で事例分析を行っているか。 
問題3 

①直接投資を通じた技術移転のプロセスが理解できているか。 
②多国籍企業子会社からの人材の移動や現地サプライヤーへの指導・育成等、投資受入
国企業の生産性向上につながる具体的な経路が明記されているか。 
 







 

 

入学年度および実施時期 ２０２５年度 第２期 
修士課程・博士課程の別 修士課程 
実施研究科 経営学研究科 
専攻・コース等 経営学専攻 
⼊試⽅式  一般及び外国人留学生の入学試験 
科⽬名 マネジメント理論 
試験実施⽇ ２０２５年２⽉１３⽇ 

解答⼜は解答例及び出題意図  
（試験問題⾃体を公開しない場合はその理由を示すこと） 

【出題意図】 
1. (1)の出題意図 
従来の既存研究における模倣に関する前提事項を理解しているかを確認する。 
1. (2)の出題意図 
従来の既存研究における模倣に関する前提事項を鵜呑みにせず、最近の学術論文の内容確認
を通じて新たな視点を理解し、それを企業の競争戦略に適用して議論できるかを確認する。 
1. (3)の出題意図 
模倣という戦略が、単なるコピー行為ではなく、企業のさまざまな側面に影響を与える多面
的な戦略であることを理解しているかを確認する。 
2.の出題意図 
既存研究をもとに、模倣とイノベーションという競争戦略論における重要な2つの概念を関
連付けて理解しているかを確認する。 
【解答例（採点時の観点）】 
1. (1)のの解答例 
第一に、模倣はイノベーションと比較して容易であり、コピー＆ペーストできると想定
されることが多く、成功した企業の要素を観察し、利益や成功を求めて模倣すると考え
られている。第二に、弱い企業が成功事例を再現しようと業界のリーダー企業を模倣す
ると想定されることが多く、模倣は経営資源などに劣る企業が競争力を高めるための手
段として選択されると考えられている。第三に、不確実性が高い状況では、より良質な
情報を求め、他社との比較やベストプラクティスとの照合を行い、リスクを軽減しよう
などするために、企業は他社の行動や戦略などを模倣すると考えられている。第四に、
模倣戦略は単純化され、模倣するか否かという二者択一の選択として想定されることが
多く、企業は模倣するか独自の戦略を追求するかのいずれかを選択すると考えられてい
る、以上から、模倣に関して、順に、次の4つの仮定（①模倣は容易である②弱い企業が
模倣する③不確実性は模倣を促進する④模倣戦略は一つしかない）などが挙げられる。 
1. (2)の解答例 
第一に、知的財産権の保護や技術・知識の複雑さ、暗黙知の存在などにより、模倣は困
難となる場合がある。第二に、業界のリーダー企業も、自社にはない独自の技術・知識
を有する企業の行動や戦略を模倣することがある。第三に、新しいイノベーションが登
場した場合、そのイノベーションが本当に成功するかどうかや長期的に市場で受け入れ
られるかどうかは不確実であるため、企業は新しいイノベーションを模倣する際に、そ
の将来性を見極めることが難しく、模倣に踏み切るのをためらうことがある。第四に、
模倣は、模倣対象のみならず、タイミングや方法など、複数の次元で特徴づけられる。



 

以上から、模倣に関して、順に、次の4つの新たな視点（①模倣は困難である②強い企業
も模倣する③不確実性は模倣を妨げる④多様な模倣戦略が存在する）などが挙げられ
る。こうした新たな視点に留意することで、従来の既存研究における模倣に関する仮定
にとらわれず、企業は競争戦略の選択肢や可能性を増やすことができる。 
1. (3)の解答例 
まず、模倣と被模倣のプロセスを繰り返すことで、企業はダイナミック・ケイパビリテ
ィを獲得し、競争環境の変化に対応することができる。次に、模倣は、新しい技術・知
識の組み合わせや既存の技術・知識の再構成を促し、イノベーションを促進する。さら
に、効果的な模倣は、企業が競合他社よりも優れた能力を構築し、競争優位性を確立す
るのに役立つ。 
2.の解答例 
伝統的な競争戦略論において、模倣は差別化戦略を脅かす要因とみなされる。模倣が容
易であれば、企業は競争優位性を維持できず、収益性は低下する。このため、模倣困難
性は持続的な競争優位性の源泉として強調される。他方、イノベーションは模倣を困難
にするための差別化戦略として重要視される。近年の競争戦略論においては、模倣は再
概念化されており、ダイナミックで進化的なプロセスがダイナミック・ケイパビリティ
を生み出してイノベーションを促進し、競争優位性を持続させ得るものとして注目され
ている。このように、競争戦略論において、模倣とイノベーションは長らく対立する概
念として扱われてきたが、近年、両者の関係はより複雑で相互依存的であることが認識
されつつある。 







入学年度および実施時期 ２０２５年度 第２期 
修士課程・博士課程の別 修士課程 
実施研究科 経営学研究科 
専攻・コース等 経営学専攻 
⼊試⽅式 一般及び外国人留学生の入学試験 
科⽬名 小論文① 
試験実施⽇ ２０２５年２⽉１３⽇ 

解答⼜は解答例及び出題意図 
（試験問題⾃体を公開しない場合はその理由を示すこと） 

【出題意図】 
租税法律主義と租税公平主義という租税に関する基本的な原則に対する理解度を確認するこ
とと、両原則の関係性を問うことで、それらが対立することがあることやその調整の考え方
などを示すことができるか、すなわち、両原則をただ皮相的に理解しているだけなのか、そ
れとも深く考察してこれを論じる能力があるのかを確認することを意図している。これによ
り、租税に関する論文を作成する能力（入学して研究して論文にまとめることができる可能
性が相当程度以上に看取できるような基本的な能力が備わっているか）を確認しようとする
意図である。 

【解答例（採点時の観点）】 
 論述式の筆記試験問題であり、解答または解答例そのものを公開することがなじまない
と判断されるため、以下では採点時の基準や観点を示している。 
 まず、租税法律主義と租税公平主義という基本的な原則の内容を理解しているかについ
て、それぞれの内容を問うており、まずその解答によりその知識の正確性を確認した。 
 次に、両者の関係を問うことにより、受験者の問題意識の有無を問うており、単なる皮
相的な理解ではなく、両原則が協働的に働く場面もあるが両原則が対立する場面もあるこ
と、その場合の解決の考え方については単純に決められることではなく、これについての
「悩み」と自分なりの見解を論ずることができるかどうか、疑問を抱きながら考察・探
究・論述できる思考力の強さが示されることを期待して出題・採点した。 







入学年度および実施時期 ２０２５年度 第２期 
修士課程・博士課程の別 修士課程 
実施研究科 経営学研究科 
専攻・コース等 経営学専攻 
⼊試⽅式 一般及び外国人留学生の入学試験 
科⽬名 小論文② 
試験実施⽇ ２０２５年２⽉１３⽇ 

解答⼜は解答例及び出題意図 
（試験問題⾃体を公開しない場合はその理由を示すこと） 

【出題意図】 
会計学や関連諸分野についての基礎知識があるかを確認するために，また，⾃分の考えを

論理的にまとめることができるかを確認するために，当該問題を出題した。 

【解答例（採点時の観点）】 
論述の仕⽅は複数あり得るため，ここでは解答例を提⽰せず，採点時の観点のみを提

示する。 
・収益費用アプローチと資産負債アプローチの定義がそれぞれ説明されているか。
・収益費用アプローチと資産負債アプローチの特徴，また，それらの違いなどが説明
されているか。

・収益費用アプローチの重視から資産負債アプローチへと転換した背景などが説明され
ているか。




